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・スイス：法政大学大学院公共政策研究科・社会学部 田口博雄教授
・ドイツ：高知大学人文社会科学部 霜田博史准教授

明治大学農学部食料環境政策学科 市田知子教授
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海外の人口減少地域に対する施策に関する調査の結果概要

基礎データ
地域指定

主要施策
予算・減税額
（対GDP比）

ポイント
名称等 指標

日本

人口：1億2,645万人（2018年）
面積：37.8万㎢
国家体制：立憲君主制
ＧＤＰ：530兆2476億円（2016年）
市町村数：1,719（2018年）

過疎地域
• 市町村単位（一部旧市町村単位）
• 国土の約６割、人口の約１割、

市町村の約５割（2018年）

• 人口減少率
• 高齢者比率
• 若年者比率
• 財政力指数 等

＜地方財政措置＞
過疎対策事業債
＜予算＞
過疎地域等自立活性化推進交付金
＜税制＞
法人税等の減価償却の特例等

＜地方財政措置＞
約4,600億円（0.087％）（2018年）
＜予算＞
約7億円（0.0001％）（2018年）
＜税制＞
約6億円（0.0001％）（2016年）

－

フランス

人口：6,718万人（2018年）
面積：54.4万㎢
国家体制：共和制
GDP：255兆3733億円（2016年）
基礎自治体数：35,499（2017年）
※為替レート：120.34円/ユーロ（2016年）

地域活性化区域
• 基礎自治体単位
• 国土の約１／３、人口の約１割（2014年）

• 人口密度
• 人口減少の有無、

現役世代の人口減
少の有無、農業従
事者割合

• 課税型EPＣI（広域
行政組織）に属す
ること

＜税制＞
企業への法人税等の減免等
＜予算＞
地域活性化優良モデル事業（地域
開発プロジェクトへの補助）

＜税制＞
約340億円（0.013％）（2013年）
＜予算＞
総額約280億円（0.011％）（2009年～
2011年）

• 「地域活性化区域」を指定し、企
業への優遇税制を実施

• 「地域活性化優良モデル事業」
により、地域のイノベーションを
促進

韓国

人口：5,127万人（2016年）
面積：10万㎢
国家体制：民主共和国
GDP：141兆4231億円（2016年）
基礎自治体数：227（2014年）
※為替レート：0.094円/ウォン（2016年）

新活力地域（成長促進地域）
• 基礎自治体単位
• 国土の約５割、人口の約１割、基礎自治体

の約３割（2004年）

• 人口変化率
• 人口密度
• 住民税（所得割）
• 財政力指数
• （成長促進地域は、

地域アクセシビリ
ティが追加）

＜予算＞
新活力事業等（郷土資源開発、地域
文化観光開発等への補助）

＜予算＞
広域・地域発展特別会計 約3,260
億円（0.231％）の内数（2012年）

• 「島嶼開発促進法」等に基づく
ハード中心の地域開発施策に、
2004年からソフト中心の施策を
追加

• 2009年から条件不利地域の地
域開発に関する予算が減額し、
広域発展に関する予算が増額

スイス

人口：842万人（2017年）
面積：4.1万㎢
国家体制：連邦共和制
GDP：73兆9435億円（2016年）
基礎自治体数：2,240（2017年）
※為替レート：110.42円/スイスフラン（2016年）

山岳地域投資支援対象地域
• 基礎自治体を超えた単位
• 1,232の基礎自治体から構成される54地域
• 国土の約２／３、人口の約１／４（2002年）

• 標高
• 人口動態
• 所得

＜融資＞
健康・教育・スポーツ等の施設整備
への貸付等

＜融資＞
約110億円（0.015％）（2002年）

• 2008年に「新地域政策（NRP）」
導入

• 「格差是正中心」から「イノベー
ション中心」、「ハード中心」から
「ソフト中心」、「狭域地域施策」
から「広域地域施策」に政策を
再編

経済困難地域
• 基礎自治体を超えた単位

• 人口動態
• 所得
• 失業率 等

＜税制＞
企業への連邦法人税の減免等

＜税制＞
約114億円（0.015％）（2003年）

広域地域施策
• 五大都市の人口集中地域及び都市的な７州

の基礎自治体を除くスイス全域 －

＜予算＞
広域的な地域開発プログラムへ補
助・貸付（中山間地域への大半の便
益が条件）

＜予算＞
総額約232億円（0.031％）（2016年～
2019年）
＜融資＞
総額約442億円（0.060％）（2016年～
2019年）

ドイツ

人口：8,274万人（2017年）
面積：35.7万㎢
国家体制：連邦共和制
GDP：343兆6173億円（2016年）
基礎自治体数：12,227
※為替レート：120.34円/ユーロ（2016年）

経済構造改善対象地域
• 労働市場地域（全国に258）
• 人口の約１／４
• 支援対象地域を３階層に区分

• 失業率
• 所得 等

＜予算・融資＞
対象地域における民間企業の新規
設備投資や拡張投資等へ地域区分
に応じた補助・貸付

＜予算・融資＞
789億円（0.023％）（2017年）

• 平均失業率、所得等に基づき
支援対象地域を指定。民間企
業の新規設備投資や拡張投資
に対し補助・貸付

• 支援対象地域を３階層に区分し、
より支援が必要な地域を優遇

• 憲法の「同等の生活条件」の理
念に基づき、多極分散型の空
間整備政策を実施

空間整備法

－

• 都市を４階層に分類
• 階層ごとの施設装備水準に基

づき公共施設・民間施設整備
－

（参考）
EU

人口：5億1,246人（2017年）
面積：429万㎢
体制：国家連合体
GDP：1991兆6420億円（2016年）

人口希薄地域
• NUTS 2（ＥＵの地域統計分類単位、ＥＵ全域

を281区分）単位

• 人口密度 ＜予算・融資＞
人口希薄地域の地域開発プログラ
ムに対して重点的に補助・貸付

＜予算・融資＞
総額約42兆3,356億円（2.13％）
（2014年～2020年）

• ＥＵ全体で人口密度に基づいて
人口希薄地域を指定

• 人口希薄地域の地域開発プロ
グラムに対して重点的に支援
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過疎対策の基本的な考え方の国際比較

日本

＜過疎地域自立促進特別措置法＞
・目的は、「人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位

にある地域について、総合的かつ計画的な対策を実施するために必要な特別措置を講ずることにより、これらの地域の自立促進を図り、
もって住民福祉の向上、雇用の増大、地域格差の是正及び美しく風格ある国土の形成に寄与すること」

フランス

＜地域開発に関する法律＞
・目的は、「都市部と地方部の断裂を埋め、地方の魅力を創出すること」
・「都市部と地方部の断裂」とは、取り残された地方の経済格差や生活環境の格差を、「地方の魅力」とは、恵まれた自然、食資源、

景観、リゾートに適した環境などのローカル性を意味している。
（市川康夫埼玉大学大学院准教授ヒアリング調査）

韓国

＜国家均衡発展特別法＞
・目的は、「地域間の不均衡を解消し、地域革新および特性に適した発展を通じて自立型地方化を促進することにより、全国が個性的で

均等に住みよい社会の建設に資すること」
・「国家均衡発展」とは、地域間の発展の機会均等を促進して地域の発展力量を増進することによって、生活の質を向上し持続可能な

開発を図り、国家競争力を強化すること
・「地域革新」とは、地域の人的資源開発・科学技術・産業生産・起業支援などの分野で、地域別条件と特性により地域の発展力量を

創出・活用・拡散させること

スイス

＜山岳地域投資支援法＞
・目的は、「山岳地域における経済発展の条件と競争力を向上させ、地域の潜在的な活力を増大させ、僻地集落や我が国の社会経済的な

自立性及び多様性を保護し、山岳地域の持続可能な発展を保障し、コミュニティー、地区、地域間の連携を促進し、社会経済的な格差
の縮小に寄与すること」※1998年改正後の目的（2008年廃止）

＜新地域政策＞
・目的は、「個々の地域の競争力や付加価値の創造力を強化することにより、地域における雇用の創出・維持を支援するとともに、

周辺的な地域の人口を維持し、地域格差を縮小すること」
・スイス国民の間に温度差はあるものの、スイスの山々の自然とそこでの文化の多様性がスイスのアイデンティティの基本にあり、

それを維持すべきこと、という点については、かなり広い共通の認識がある
・新地域政策専門委員会の最終報告書では、「スイスの文化と地域の多様性は、他国におけるスイスのイメージの重要な要素であり、

それらを維持することは、スイスの社会的一体性を超えた意義を持つこと」があげられている
（田口博雄「スイスにおける中山間地域政策の展開と今後の方向性」）

ドイツ

＜ドイツ連邦共和国憲法＞
・ドイツ全国における『同等の生活条件』の確立や全国の法的一体性、経済的一体性の維持が憲法的規則を必要とするときには、 連邦はその範囲
において立法権を有する

＜空間整備法＞
・都市部と農村部のバランスのとれた発展を目的に、交通や公共サービスが住民の受容できる距離の範囲内に整備され、生活条件（就業機会、
居住事情、環境、交通、公共的サービス）が著しく立ち遅れている地域での改善等が図られることにより、住民が能力・人格の自由な発展機会を
持つことが必要である 3



（1）フランスの人口減少地域に対する施策①

ポイント

• 人口密度、人口減少の有無、基礎自治体間の広域行政組織の有無等に基づき、「地域活性化区域（ZRR）」を指

定。ZRRに対しては企業の優遇税制等を実施。

• 「地域活性化優良モデル」事業により、地域のイノベーション（農業、手工業、観光業等）を促進

• 都市部と地方部の断裂を埋め、地方の魅力を創出すること（2005年「地域開発に関する法律（LDTR法）」）

• 「都市部と地方部の断裂」とは、取り残された地方の経済格差や生活環境の格差を、「地方の魅力」とは、恵まれた自然、食資源、
景観、リゾートに適した環境などのローカル性を意味している

目的

＜人口の推移＞

• フランス全体の人口は増加傾向
• 農村部は19世紀初頭から100年以上都市への人口流出が継続してきたが、1970年代後半から中心地外縁で人口が増加

1990年代以降は孤立農村でも人口が増加（ただし、孤立農村内の格差拡大）。
※「就業中心地」は1,500人以上の雇用人口を有する基礎自治体、「中心地外縁」は40％以上の住人が就業中心地で就業する基礎自治体、「孤立農村」はその他の基礎自治体

＜過疎対策の変遷＞
• 1980年代 山間地域や山岳地域への農村支援

• 1995年 「地方都市開発のための方向付けの法律」制定。「地域活性化区域」を指定、優遇税制を実施
• 2005年 「地域開発に関する法律」制定。「地域活性化区域」に対する優遇税制を強化、全ての地方部対象の地域振興策追加
• 2005年 地域イノベーションを促す「地域活性化優良モデル」事業開始

過疎対策の変遷
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（１）フランスの人口減少地域に対する施策②

過疎対策の主要施策

施策
地域活性化区域（ZRR）内の

企業への優遇税制
「地域活性化優良モデル」事業

LDTR法に基づくその他の地域振興策
（ZRR以外の区域を含む）

内容

• 企業をZRR内に設立した場合、所得税又
は法人税の５年間の免除及び免除終了
後から最長９年間の減税

• 不動産に関する職業税（地方経済貢献
税）の期限前償却

• 地方自治体の議決の下、最長で５年の職
業税（地方経済貢献税）免除

• 地方自治体の議決の下、既建築資産税
の免除

※手工業者・小売業者の事業承継にも上記措置

• 地域のイノベーション（農業、手工業、観
光業等）に関するプロジェクトを支援

• 「ZRR」又は「人口３万人以上の都市圏を
除く地域」が対象

• 国補助金最大約1億2000万円、補助率
33%（ZRRは50%）

• 2006年の第１期に379件、2009年の第２
期に263件のモデル事業を認定

• 人口3,500人未満のコミューンで公職と民
間職の兼務可能

• １人を複数の雇用主グループで共同雇用
する場合の減税・免税措置

• 青年農業従事者定住交付金を社会保険
料の積算対象から除外

• 地方で博士課程研修を行う医学生への
住居手当等

予算・
減税額

• 約340億円（2013年） • 総額約280億円（2006年～2008年）
• 総額約280億円（2009年～2011年）

－

• ZRRは「厳しい困難に直面し、脆くなっている地域」と定義

• 人口統計的基準、社会経済的基準、組織的基準の３基準によって地域活性化区域（ZRR）を指定。2015年度修正予算法により指定要件を簡素化。

基準 人口統計的基準 社会経済的基準 組織的基準

2015年
1月時点

要件

①属する郡の人口密度が37 人/km²以下
②属するカントンの人口密度が35 人/km²以下
③属する課税型EPCI の人口密度が35 人/km²以下
※郡は国による県の下位行政区画

※カントンは郡をさらに区分けしたもの

※課税型EPCIはコミューンから税財源を委譲された広域行政組織

• 人口減少の有無
• 現役世代の人口減少の有無
• 現役世代の農業従事者の割合が、全国平

均の２倍以上
※現役世代とは、15歳以上64歳以下の年齢で

仕事に従事している又は仕事を求めている人

• 課税型EPCI所属
• 課税型EPCI内の

ZRRに指定され
たコミューンの人
口割合が50%以
上の場合、課税
型EPCI全体を
ZRRとみなす備考

①又は②に該当する場合は、さらに、右記の社会経済
的基準及び組織的基準の両方を満たす必要

コミューンが人口密度６人/km²以下の郡又はカ
ントンに属する場合は不要

2018年
1月時点

要件
・人口密度が、フランス本国の課税型EPCIの人口密度
の全国中央値以下

・消費単位当たり中位税収入が、フランス本国
の課税型EPCIごとの中位税収入の中央値以下

－

過疎地域の捉え方（地域要件）
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（参考） （１）フランスの地域区分

出典：フランス地域間平等政策総局（CGET）ホームページ

地域活性化区域（ＺＲＲ） （2018年2月22日現在）

緑色：ZRR
薄緑：ZRR（40年以上人口が減少している区域）
青色：ZRRに一部指定された区域
灰色：2017年にZRR指定を外れたが、優遇措置が継続する山地区域
桃色：2017年にZRR指定を外れたが、2018年に優遇措置が継続する
区域
白色：指定なし

大都市コミューンの少ない北東部から南西部にかけて、人口密度の
低い地域が斜めに横たわっており、「不毛な対角線」と呼ばれている。
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（２）韓国の人口減少地域に対する施策①

• 地域間不均衡を解消し、地域革新及び特性に合った発展を通じた自立型地方化を推進し、各地方が個性を発揮し、良質な暮ら
しをあまねく享受できる社会の建設（2004年「国家均等発展特別法」）

ポイント

• 2004年の「国家均衡発展特別法」により、人口変化率、人口密度、所得、財政力指数に基づき「新活力地域」を指定

• 「新活力事業」として、郷土資源開発、地域文化観光開発、教育・人材育成、生命・健康産業育成などを実施

（ 「島嶼開発促進法」等に基づくハード中心の施策にソフト中心の施策を追加）

• 2009年の「国家均衡発展特別法」改正に伴い、条件不利地域の地域開発に関する予算が減額し、広域発展に関す

る予算が増額。

目的

＜人口の推移＞
• 韓国全体の人口は増加傾向
• 1970年代から2000年代にかけて「首都圏」「大都市」「拠点中小都市」を除く地域で人口減少が進行

＜過疎対策の変遷＞
• 1970年代 農村の生活環境改善、所得向上、都市との格差是正を目指した「セマウル運動（全国農村開発運動）」開始
• 1986年に「島嶼開発促進法」、1988年に「奥地開発促進法」、 1994年に「地域均衡開発および地方中小企業に関する法律」制定。
条件不利地域に対する地域開発開始（ハード中心）

• 2004年に「国家均衡発展特別法」制定。「新活力事業」開始（ソフト中心）
• 2009年に「国家均衡発展特別法」改正。条件不利地域の地域開発に関する予算が減額し、広域発展に関する予算が増額。

7

過疎対策の変遷



（２）韓国の人口減少地域に対する施策②

過疎対策の主要施策

施策 新活力事業（2004-2010年） 成長促進地域等の開発事業（2010年～）

内容

• 郷土資源開発、地域文化観光開発、教育・人材育成、生命・健康
産業育成などのソフト事業が中心で、国補助額 （約２～３億円／
年）

• 市郡が計画を策定・申請するボトムアップ型事業
• 産学官、地域団体や住民など地域の関係者の連携体制構築

• 従来の新活力事業は他の条件不利地域関連事業と統合

予算額

• 国家均衡発展法特別会計（約8,530億円）の地域開発事業勘定約
6,170億円の内数（2009年）

• 新活力事業の年間総事業費 約190億円（約2,000億ウォン）

• 広域・地域発展特別会計（約8,840億円、2012年）の地域開発事業勘
定：約3,260億円の内数（2012年）

• 同特別会計の広域開発事業勘定は増加（2009年：約1,940億円
→2012年：約5,220億円）

8
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過疎地域の捉え方（地域要件）

2004年 国家均等発展特別法 2009年 国家均等発展特別法改正

概要

• 人口変化率、人口密度、所得、財政力指数により「新活力地域」
を指定（70市郡、全市郡の約３割、国土の約５割、人口の約１割）

• 人口変化率、人口密度、所得、財政力指数、地域アクセシビリ
ティにより「成長促進地域」を指定（70市郡、全市郡の約３割、国
土の約５割、人口の約１割）

要件

• 人口変化率（1970年～2000年の年平均人口変化率）
• 人口密度（2003年人口÷行政区域面積）
• 住民税（所得割）額（2000年～2002年の平均値）
• 財政力指数（2000年～2002年の平均値）

• 各指標の重み付け（人口密度：人口変化率：住民税（所得割）額：
財政力指数＝１：１：２：２）

• 人口変化率（1998年～2008年の年平均人口変化率）
• 人口密度（2008年人口÷行政区域面積）
• 住民税（所得割）額（2005年～2007年の平均値）
• 財政力指数（2006年～2008年の平均値）
• 地域アクセシビリティ（広域大都市とその市郡の人口を乗じたも

のを両地点間の距離とアクセス時間を乗じたもので割った値）
• 各指標の重み付け（人口密度：人口変化率：住民税（所得割）額：

財政力指数：地域アクセシビリティ＝１：１：２：１：１）



（参考） （２）韓国の地域区分

9 

出典：「사단법인국토지리학회「낙후지역성장촉진을위한지역계획개선방안」
（社団法人国土地理学会「落後地域の成長促進のための地域計画の改善案」）（2009年）

新活力地域・成長促進地域

• 青色：新活力地域（2004～2010）
• 赤色：成長促進地域（2009～）
• 緑色：新活力地域かつ成長促進地域
• 一極集中が進むソウル近郊以外に分布。



（３）スイスの人口減少地域に対する施策①

ポイント

• 1970年代から標高、 人口動態、所得等に基づいて「山岳地域投資支援対象地域」を指定、施設整備（ハード）を

中心に貸付等を実施。また、人口動態、所得、失業率等に基づいて「経済困難地域」を指定、個別企業に対する

法人税の減免を実施

• 2008年「新地域政策（NRP）」を導入。「格差是正中心」から「イノベーション中心」、「ハード中心」から「ソフト中心」、

「狭域地域施策」から「広域地域施策」に政策を再編

• 個々の地域の競争力や付加価値の創造力を強化することにより、地域における雇用の創出・維持を支援するとともに、周辺的
な地域の人口を維持し、地域格差を縮小する（2008年「新地域政策（NRP）」 ）

目的

＜人口の推移＞
• スイス全体の人口は増加傾向
• 中山間地域から都市部に人口流出

＜過疎対策の変遷＞
• 1970年代～ 「山岳地域投資支援法（IHG）」制定、「経済困難地域支援決議（BWE）」導入
• 1997年～ 「Regio Plus」導入、「地域格差是正」に代わって「地域競争力の強化」「内発的ポテンシャル」を重視
• 2008年～ 「新地域政策（NRP）」導入、①地域自身のイニシアティブ重視、②地域内の中心地区を発展の牽引力と位置づけ、

③持続可能な発展の尊重、④連邦のカウンターパートは州（地方分権）、⑤連邦政府内及び外国政府との連携
を基本方針に政策を再編（導入時に都市部と中山間地域の意見対立あり）

過疎対策の変遷
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（３）スイスの人口減少地域に対する施策②

「山岳地域投資支援法(IHG)」
「経済困難地域支援決議（BWE）」（1970年代～）

「新地域政策(NRP)」
（第１期：2008年～2015年、第２期：2016年～2023年）

地域
要件

＜山岳地域投資支援対象地域＞
• アルプス及びジュラ山脈地方に位置する地域のうち、標高、人

口動態、所得等によって、「山岳地域投資支援対象地域」を指定
（1232の基礎自治体から構成される54地域）

• 国土の約２／３、人口の約１／４（2002年）

＜経済困難地域＞
• 人口動態、所得、失業率等によって「経済困難地域」を指定

• 施設整備に対する貸付や連邦法人税の減免などは一部引き継ぎ
つつ、広域地域政策を強化

• 広域地域施策については五大都市の人口集中地域（2010年の人
口調査結果に基づく）、都市的な７州の基礎自治体を原則として支
援対象から除外

• プロジェクトの便益の大半を中山間地域が享受することが条件

内容

【狭域地域政策】
＜山岳地域投資支援対象地域＞（1974年～2008年）
• 健康・教育・スポーツ等の施設整備に対する貸付等

（ハード支援）

＜経済困難地域＞（1978年～2007年）
• 個別企業の連邦法人税の減免等

＜Regio Plus＞（1997年～2008年）
• 基礎自治体と民間のイニシアティブ組織による地域開発プログ

ラムへの補助（ソフト支援）
• 山岳地域投資支援対象地域及び別に指定した田園地域が対象

【狭域地域施策】
＜山岳地域投資支援対象地域：制度としては廃止＞
• 「価値創造システムの一要素である場合」に限定してインフラ投資

等への貸付を継続

＜経済困難地域：制度としては廃止＞
• 個別企業の連邦法人税減免は10年間の時限を設けた上で存続

【広域地域施策】
• 広域的な地域開発プログラムへの補助・貸付を追加
（Regio Plusは廃止）

予算・
減税
額

＜山岳地域投資支援対象地域＞
• 貸付：約110億円（2002年）
＜経済困難地域＞
• 連邦法人税の減免：約114億円（2003年）
＜Regio Plus＞
• 補助：総額約77億円（1998年～2007年）

【広域地域施策】
• 補助：総額約232億円（2016年～2019年）
• 貸付：総額約442億円（2016年～2019年）

過疎対策の主要施策
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（参考） （３）スイスの地域区分

出典：田口博雄「スイスにおける中山間地政策の展開と今後の方向性」（地域イノベーション、2008年）

山岳地域投資支援対象地域 経済困難地域

• 番号の付された薄いシャドー部分が山岳地域投資支援対象地域。
1232の基礎自治体から構成される54の地域が対象（2004年時点）。

• 白い部分は非対象地域。
• 黒い部分は主要な湖。

• 黒い部分が経済困難地域。
• 分布はニューシャテル、ジュラなどジュラ山脈付近、フリーブル、ヴァ

レーなど西南部のフランス語圏地域、イタリア語圏のティチーノ等に
集中。

12



（４）ドイツの人口減少地域に対する施策①

• ドイツ全国における『同等の生活条件』の確立や全国の法的一体性、経済的一体性の維持が憲法的規則を必要とするときには、
連邦はその範囲において立法権を有する。（ドイツ連邦共和国憲法第72条第２項）

• 空間の持続的発展により、空間に対する社会的および経済的要求と、空間の持つ生態学的機能との間に調和がもたらされ、部
分領域において価値の等しい生活環境を創出する、持続可能かつ広範囲にわたり均衡のとれた秩序形成が実現される。（空間
整備法第１条（２））

ポイント

• 平均失業率、所得等に基づき支援対象地域を指定。民間企業の新規設備投資や拡張投資に対し補助・貸付。

• 支援対象地域を３階層に区分し、より支援が必要な地域を優遇。

• 憲法の「同等の生活条件」の理念に基づき、多極分散型の空間整備政策を実施。

• 人口減少が進んでも「同等の生活条件」が維持できるよう社会インフラのあり方の見直しを検討

目的

過疎対策の変遷

＜人口の推移＞
• ドイツの総人口は、1950年以降概ね増加傾向で推移してきたが、近年は横ばい傾向。Urban地域の人口は増加している一方で、

Rural地域の人口は減少。総人口は今後もほぼ横ばいで推移すると予想されており、Urban地域の人口は微増、Rural地域の人口
は微減。（Urban地域とは、人口密度150人/km以上の郡および郡独立市を指す。Rural地域とは、上記以外の郡および郡独立市を指す。）

＜過疎対策の変遷＞
• 1965年 「空間整備法」制定、中心地（点）と開発軸（線）により農村地域を含むドイツ国内全土での生活水準の向上を推進
• 1969年 「地域的経済構造の改善（GRW）」導入、農村地域の事業経営・観光・経済インフラへの投資を支援
• 2011年 「生存配慮の保障に関するアクションプログラム」開始、人口減少下の社会インフラの見直しに関するモデル事業を推進
※2004年にはケーラー大統領が「同等の生活条件」を追求することの経済的・社会的意義に疑問を呈すなど様々な意見あり 13



（４）ドイツの人口減少地域に対する施策②

過疎対策の主要施策

地域的経済構造の改善（GRW）
（1969年～）

空間整備法
（1965年～）

生存配慮の保障に関する
アクションプログラム（2011年～）

内容

• 対象地域における民間企業の新
規設備投資や拡張投資等に対し
て補助・貸付

• 対象地域の区分、申請企業の規
模により補助率が異なる

• 中心地の階層に応じて最低限の公的施設を整備
＜バイエルン州の施設装備の例＞
・病院（Ⅲ・Ⅳランク） 上位 １病院
・地域医 上位～小 １病院
・大学・専門大学等 上位 １大学
・基幹学校 上位～下位 １校 等
※本制度が中小都市の衰退の防止に貢献との指摘あり
※近年、人口減少によって施設装備の水準の妥当性が
課題として指摘されている

• 人口減少下の上下水道、交通、医療・
介護、教育等のインフラのあり方を検討
する地域住民主体のプロジェクトを支援

• 連邦政府が３年間にわたり補助金、
専門家派遣により支援（21地域選定）

• 例えば、１つの学校で職業学校、工業
技術者学校等の機能をもたせるような
設置基準の改正等の取組を想定

予算額 • 約789億円（2017年） － • 総額約8.2億円（2011年～2016年）

過疎地域等の捉え方（地域要件）

14

地域的経済構造の改善（GRW）（1969年～） 空間整備法（1965年～）

概要

• 平均失業率、社会保険加入者の１人当たり年間総所得、労働力
の見込み、インフラ指標により対象地域を指定（258の労働市場単
位を順位付けし、対象地域の人口が国全体の25.85%を超えない
範囲で設定）

• 地域経済の発展状況を反映するため、定期的に見直される

• 中心地構想により都市を「上位中心地」「中位中心地」
「下位中心地」「小中心地」の４階層に分類

• 階層ごとの施設装備水準に基づき、公共施設・民間施設を整備
※中心地の認定や各階層の施設装備水準は州の裁量

要件

• 平均失業率（2009年～2012年）
• 社会保険加入者の１人当たり年間総所得（2010年）
• 労働力の見込み（2011年～2018年）
• インフラ指標（2012年9月時点）
• 各指標の重み付け（平均失業率：社会保険加入者の1人当たり年

間総所得：労働力の見込み：インフラ指標）＝45：40：7.5：7.5

＜バイエルン州の中心性指標の例（2009年）＞
・小売販売額（100万ユーロ） 350（上位）～ 10（小）
・社会保険加盟従業者数（人） 21,000（上位）～850（小）
・社会保険加盟通勤者（人） 12,000（上位）～500（小）

14



（参考） （４）ドイツの地域区分

15出典：ドイツ貿易・投資振興機関ＨＰ

経済構造改善対象地域

地域 小企業 中企業 大企業

ポーランド国境地域 40％ 30％ 20％

Ｃ地域 30％ 20％ 10％

Ｄ地域 20％ 10％ 20万ユーロ

経済構造改善対象地域における補助率

• 地域的経済構造の改善（ＧＲＷ）における定義では、2014年から2020
年までは左図の青色の地域において補助。対象地域・企業規模により
補助率が異なる。詳細は下表に整理。

• 対象地域は指標により３階層に分類される。ポーランド国境地域など、
経済情勢が悪い地域ほど補助率が高い。

• 企業規模により補助率が異なる。小企業ほど補助率が高い。



（参考）ＥＵの人口減少地域に対する施策

• 成長と雇用への投資、欧州地域連携（EU結束政策（2014-2020））

ポイント

• EUの地域政策は、結束政策と共通農業政策（CAP）のうち農村振興政策（第二の柱）が中心。
• 結束政策においては、ＥＵ全体で人口密度に基づいて人口希薄地域を指定。人口希薄地域の地域開発プログラムに対して支援。

目的

• 人口密度によりNUTS （NUTS=EUの地域統計分類単位）を単位として「人口希薄地域」を指定。
※人口希薄地域：NUTS ２レベル（州や広域的な地域の単位、ＥＵ全域を281区分）において人口密度が
８人/㎢未満の地域等

過疎地域の捉え方（地域要件）

過疎対策の主要施策

施策 EU結束政策（2014-2020）

内容

• 「NUTS 2」単位を基本に支援対象地域を定め、欧州地域開発基金（ERDF）、欧州社会基金（ESF）等の基金を通じて、複数年単位で中期的視野から
補助・貸付。また、国単位では結束基金（CF）を配分。

• ERDF、ESFの対象地域は一人当たりGDPにより後進地域、移行地域、中進地域の３地域に区分され、EU基金と加盟国の資金分担の割合を地域区
分に応じて設定。「人口希薄地域」には予算の追加配分あり。また、CFの対象国は一人当たりGNIにより決定。

予算額 • 総額約39兆円（2014年～2020年）

目標 地域区分 予算配分（2014年～2020年、一部） 基金 趣旨

成長と
雇用への投資

後進地域（一人当たりGDPが
EU27カ国平均の75％未満）

総額約19.8兆円 ERDF
ESF

最も開発が遅れている地域がキャッチアップできるように支援
する

移行地域（一人当たりGDPが
EU27カ国平均の75-90％未満）

総額約3.8兆円 近年競争力を高めているものの、依然として目標を定めて支
援が必要な地域の開発を支援する

中進地域（一人当たりGDPが
EU27カ国平均の90％以上）

総額約6.0兆円 知識経済における国際的な競争力の向上や低炭素経済への
移行を推進する

欧州地域連携 総額約1.1兆円 ERDF 国境を越えた多国間・地域間協力を推進する

結束基金
一人当たりGNIがEU平均の90％
未満（※国単位）

総額約8.0兆円 CF 社会的・経済的格差を減少させ、持続可能な発展を促進

16

結束政策
約39兆円

34%

CAP 38%
（約44兆円）

価格市場政策 29%
（第一の柱）（約33兆円）

農村振興政策 9%
（第二の柱）
（約10兆円）

2014-2020
EU予算

約115兆円
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欧州地域開発基金（ERDF）：経済・社会的結束を強化 構造
基金 結束政策の基金

欧州構造・投
資基金

欧州社会基金（ESF）：雇用と社会的包摂を促進

結束基金（CF）：低開発地域の環境と欧州横断交通網

欧州海事・漁業基金（EMFF）：海事・漁業政策

欧州農業農村振興基金（EAFRD）：農村振興政策 17

• 小地域（原則として人口１万人から15万人）の公共・民間両部門の代表からなる小地域活動集団（LAG）が主導して行う「環境・景
観保護」、「農林業の競争力強化」、「農村地域における生活の質の向上と農村経済の多様化」等の農村振興プログラムを支援

概要

沿革

年代 予算額／対象 内容

1991～
1993

総額約542億円
12カ国（217LAG）

対象地域は「自然的・地理的に条件に恵まれない農村地域（以下①～③の地域）」に限定
①一人当たりGDPの過去３年平均がEU平均の75％未満の地域
②一人当たりGDPがEU平均以下で、(1)農業従事者割合が高いこと、(2)農業所得が低いこと、(3)人口密度が低く

過疎化が顕著であること、の少なくとも２つの要件を満たす地域
③人口密度が８人/km2以下の地域

EUの構造政策（EU域内の地域間格差を是正し結束と連帯を確保するための地域政策）の一部として位置づけ
欧州農業指導保証基金（EAGGF）、欧州地域開発基金（ERDF）、欧州社会基金（ESF）を財源として３年間実施

1994～
1999

総額約2,046億円
15カ国（906LAG）

３年から６年間に延長。予算規模・事業実施対象地区数拡大
EAGGF、ERDF、ESFを財源として実施

2000～
2006

総額約2,527億円
21カ国（1143LAG）

対象地域をEU全体の農村地域に拡大
EAGGFを財源として実施

2007～
2013

総額約6,619億円
27カ国（2402LAG）

EU共通農業政策（CAP）の価格市場政策（第一の柱）、農村振興政策（第二の柱）のうち農村振興政策の一部として位置
づけ。欧州農業農村振興基金（EAFRD）を財源として実施

2014～
2020

総額約8,424億円
28カ国（3069LAG）

欧州農業農村振興基金を欧州地域開発基金等とともに欧州構造・投資基金としてグループ化
（LEADER事業は欧州農業農村振興基金以外の欧州構造・投資基金を活用可能）

＜欧州構造・投資基金の構成＞
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